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第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画における成果目標等について 

 

【趣旨】 

 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針

（以下「基本指針」という。）は、障害者総合支援法第 87 条第１項及び児童福祉法第 33 条

の 19第１項の規定に基づき、市町村が障害福祉計画及び障害児福祉計画を定めるに当たっ

ての基本的な方針を定めたものです。 

 現行の基本指針は、市町村が平成 30年度から令和２年度までの第５期障害福祉計画及び

第１期障害児福祉計画を策定するに当たって、即すべき事項を定めているところです。 

 今般、直近の障害保健福祉施策の動向等を踏まえ、市町村が令和３年から令和５年度まで

の第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画を作成するに当たって、即すべき事項を

定めるため、基本方針について必要な改正が行われました。 

 その中で、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標設定

についても改正が行われたことから、本市の次期計画の成果目標等を設定するものです。 

 

【障害福祉計画】 

成果目標１：障害福祉施設の入所者の地域生活への移行 

第５期障害福祉計画 

（成果目標実績） 

第６期障害福祉計画 

（基本指針に基づく成果目標） 

 

①令和２年度末までに、平成 28年度末時点

の入所施設者（320 人）の９％以上を地域

生活に移行 

⇒令和２年度末（目標）：29 人 

 令和元年度末（実績）：１人 

 

②令和２年度末までに、平成 28年度末時点

の施設入所者数（320 人）の２％以上を削

減 

⇒平成 28年度末（基準）：320 人 

 令和２年度末（目標）：７人 

 令和元年度（実績）：６人 

【継続】 

①令和５年度末までに、令和元年度末時点

の入所施設者（307 人）の６％以上を地域

生活に移行 

※令和元年度末時点施設入所者数：307 名 

 目標：307×６％≒19人 

 

②令和５年度末までに、令和元年度末時点

の施設入所者（307 人）の 1.6%以上を削

減 

※令和元年度末時点施設入所者数：320 名 

 目標：307×1.6％≒５人 

 

成果目標２：精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

第５期障害福祉計画 

（成果目標実績） 

第６期障害福祉計画 

（基本指針に基づく成果目標） 



 

①令和２年度末までに、保健・医療・福祉関

係者による協議の場を設置 

⇒令和２年度末（目標）：設置 

 令和元年度末（実績）：設置 

自立支援協議会地域移行支援部会を位置付

けた。 

 

 

 

 

【項目見直し】 

※具体な成果目標の設定は都道府県のみ 

 （市町村の設定はなし） 

 

《活動指標（案）》 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の

場の開催回数 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の

場への関係者の参加者数 

・協議の場における目標設定及び評価の実

施回数 

・精神障害者の地域移行支援の利用者数 

・精神障害者の地域定着支援の利用者数 

・精神障害者の共同生活援助の利用者数 

・精神障害者の自立生活援助の利用者数 

※活動指標（案）等を勘案し、計画への設定を検討予定 

 

 

成果目標３：地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

第５期障害福祉計画 

（成果目標実績） 

第６期障害福祉計画 

（基本指針に基づく成果目標） 

 

①令和２年度末までに、地域生活支援拠点

等を少なくとも１つを整備 

⇒拠点整備手法として「面的整備型」によ

る事業構築を行い、令和２年度に整備した。 

 

 

②位置づけなし 

【項目見直し】 

①令和５年度末までに、地域生活支援拠点

等を各市町村または各圏域に１つ以上確

保 

設置箇所数（目標）：１箇所 

 

 

②その機能の充実のため、年１回以上運用

状況を検証及び検討する 

検証・検討回数（目標）１回/年 

  



成果目標４：福祉施設から一般就労への移行等 

第５期障害福祉計画 

（成果目標実績） 

第６期障害福祉計画 

（基本指針に基づく成果目標） 

 

①令和２年度中に平成 28年度実績（47 人）

の 1.5 倍以上が福祉施設から一般就労へ

移行 

⇒平成 28年度末（基準）：47人 

 令和２年度末（目標）：71 人 

 令和元年度末（実績）：30 人 

 

②令和２年度末までに就労移行支援事業の

利用者数を平成 28年度末の利用者数（70

人）から２割以上増加 

⇒平成 28年度末（基準）：70人 

 令和２年度末（目標）：84 人 

 令和元年度末（実績）：67 人 

 

○位置づけなし 

 

 

 

 

 

 

○位置づけなし 

 

 

 

 

 

 

③令和２年度末までに就労移行支援事業利

用者の就労移行率が３割以上の事業所を

全体の５割以上 

⇒令和２年度末（目標）：２事業所 

【項目見直し】 

①令和５年度中に令和元年度実績（30人）

の 1.27 倍以上が一般就労へ移行 

※令和元年度実績：30人 

 目標：30×1.27≒39 人 

 

 

 

②令和５年度中に就労移行支援事業の利用

者数のうち、一般就労へ移行した数を令

和元年度実績（24人）の 1.3 倍以上 

※令和元年度実績：24人 

 目標：24×1.3≒32 人 

 

 

③令和５年度中に就労継続支援 A 型事業の

利用者数のうち、一般就労へ移行した数

を令和元年度実績（４人）の概ね 1.26 倍

以上 

※令和元年度実績：４人 

 目標：４×1.26≒６人 

 

④令和５年度中に就労継続支援事業 B 型の

利用者数のうち、一般就労へ移行した数

を令和元年度実績（２人）の概ね 1.23 倍

以上 

※令和元年度実績：２人 

 目標：２×1.23≒３人 

 

⑤令和５年度中に就労移行支援事業等を通

じた一般就労への移行者のうち、７割が

就労定着支援事業を利用 

※令和５年度就労移行者（目標）：39 人 



 令和元年度末（実績）：３事業所 

 

④令和２年度末までに就労支援事業支援開

始１年後の職場定着率を８割以上 

⇒令和２年度末（目標）：80% 

 令和元年度末（実績）：０% 

 目標：39×0.7≒28 人 

 

⑥就労定着支援事業所のうち就労定着率が

８割以上の事業所を全体の７割以上 

 

 

成果目標５：相談支援体制の充実・強化等 

第５期障害福祉計画 

（成果目標実績） 

第６期障害福祉計画 

（基本指針に基づく成果目標） 

 

○位置づけなし 

【新規】 

①令和５年度末までに各市町村又は各圏域

において総合的・専門的な相談支援の実

施及び地域の相談支援体制の強化を実施

する体制を確保 

《活動指標（案）》 

・障害の種別や各種のニーズに対応できる

総合的・専門的な相談支援の実施 

・地域の相談支援事業者に対する訪問等に

よる専門的な指導助言 

・地域の相談支援事業者の人材育成のため

の支援 

・地域の相談支援機関との連携強化の取組

の実施 

 

※活動指標（案）等を勘案し、成果目標の設定を検討予定 

 

 

 

成果目標６：障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

第５期障害福祉計画 

（成果目標実績） 

第６期障害福祉計画 

（基本指針に基づく成果目標） 

 

○位置づけなし 

【新規】 

①令和５年度末までに都道府県及び市町村

において障害福祉サービス等の質を向上

させるための取組を実施する体制を構築 



《活動指標（案）》 

・県が実施する障害福祉サービス等に係る

研修その他の研修への市職員の参加人数 

・障害者自立支援審査支払等システム等に

よる審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する体

制の有無及び実施回数 

・指定障害福祉サービス事業者及び指定障

害児通所支援事業者等に対する指導監査

の適正な実施とその結果を関係自治体と

共有する体制の有無及びその共有回数 

※活動指標（案）等を勘案し、成果目標の設定を検討予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【障害児福祉計画】 

成果目標１：障害児支援の提供体制の整備等 

第１期障害児福祉計画 

（成果目標実績） 

第２期障害児福祉計画 

（基本指針に基づく成果目標） 

 

①令和２年度末までに児童発達支援センタ

ーを各市町村に１箇所以上設置 

目標：３箇所 

実績：３箇所 

 

②令和２年度までに各市町村において保育

所等訪問支援を利用出来る体制の構築 

目標：３箇所 

実績：３箇所 

 

③令和２年度末までに重度心身障害児を支

援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を各市町村に 1 箇所

以上設置 

目標：２箇所 

実績：２箇所 

 

④平成 30 年度末までに医療的ケア児支援

について、保健・医療・障がい福祉・保育・

教育等の関係機関が連携を図るための協

議の場を各市町村に設置。 

設置年度：平成 29年 

 

※コーディネーターの配置 

⇒令和２年度末（目標）：３人 

令和元年度末（実績）：０人 

【項目見直し】 

①令和５年度末までに児童発達支援センタ

ーを各市町村に１箇所以上設置 

目標：３箇所 

 

 

②令和５年度までに各市町村において保育

所等訪問支援を利用出来る体制の構築 

目標：３箇所 

 

 

③令和５年度末までに重度心身障害児を支

援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を各市町村に 1 箇所

以上設置 

目標：２箇所 

 

 

④令和５年度末までに医療的ケア児支援に

ついて、保健・医療・障がい福祉・保育・

教育等の関係機関が連携を図るための協

議の場を各市町村に設けるとともに、医

療的ケア児等に関するコーディネーター

を配置 

目標 

協議の場：設置 

コーディネーター配置：３人 

 

《活動指標（案）》 

・ペアレントトレーニングやペアレントプ

ログラム等の支援プログラム等の受講者

数 



・ペアレントメンターの人数 

・ピアサポートの活動への参加人数 

※「発達障害者等に対する支援」について、活動指標（案）が示されたことから、計画への

設定を検討予定。 


